憲法共同センター 26年10月スポット案

みなさん、こんにちは。私たちは、労働組合や医療、中小業者、平和、女性、青年、農民、法律家団体など、幅広い市民の皆さんとともに活動している「戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター」です。本日はこの場所をお借りして、憲法を守り、平和な社会を未来へ引き継ぐための宣伝行動を行い、「憲法9条の改悪に反対する請願署名」へのご協力をお願いしています。
秋の臨時国会を前に、高市首相は内閣改造を行いました。外務相や防衛相、財務相のほか日米関税交渉にあたった経済産業相らの留任について、9月に行ったトランプ大統領との日米首脳会談では、「安心してほしい、アメリカの対応者は全員留任した」と強調し、対米関係最優先で内閣改造を行ったことを誇示しました。このような改造の最大の狙いは、国民の暮らしの立て直しよりも、大企業優遇と軍事力の強化を進める「戦争する国家づくり」のさらなる加速です。軍事費のGDP比3・5％への増額などを含む安保3文書の改定、軍需産業を「成長戦略」の柱に据え、370兆円という巨額の資金を投資する大企業支援策は、財政を急激に悪化させ、さらなる円安・物価高、金利の上昇を招き、私たちの暮らしをますます追い詰めます。
みなさん、大地震や豪雨など自然災害が頻発しています。政府がやるべきことは、軍事費や大企業支援のために莫大なお金を使うのではなく、自然災害から命と生活を守るため、被災者の生活や生業の再建のために力を尽くすことではないでしょうか。
国会では、改憲に向けた憲法審査会での議論が進められています。高市政権は、先の特別国会で国民監視を強める国家情報局の設置、国旗損壊罪法案、副首都法案、皇室典範改正など、憲法違反と言わなければならない法案を強行しています。さらに、いま開かれている臨時国会では、民主主義を破壊し、憲法を守れという声を押しつぶす衆院比例定数の削減が狙われています。
トランプ大統領は、ベネズエラ大統領夫妻の誘拐・逮捕や、イスラエルとともにイランへ先制攻撃を行うなど国際秩序を揺るがせながら、これらの国際法違反を毅然と断罪する国際刑事裁判所・ICCを「ならずもの機関」などと罵倒し、赤根智子所長に制裁を科すなど、その横暴に世界から批判の声が高まっています。しかし高市首相は、トランプ大統領の暴走を黙認するばかりか、アメリカの言いなりになって長距離射程ミサイルの配備など大軍拡を推し進め、沖縄では全島避難の計画まで立てるなど戦争の準備にまい進しています。
みなさん、私たちの願いは、軍事拡大で世界の緊張を高めることではなく、戦争をしないと世界に誓った日本国憲法の理念に基づく政治です。税金は、自然災害から生命と生活を守ることをはじめ、社会保障や教育など、暮らしにこそ使うべきではないでしようか。この当たり前の願いは、日本が世界に誇る平和憲法を生かしてこそ、暮らしも平和も守ることができます。いま、多くの市民が「戦争だけは嫌だ」「子どもたちに平和な未来を残したい」という思いから、憲法9条を守る運動に立ち上がっています。
平和な社会を願う皆さん。どうか9条署名にご協力をお願いします。一人ひとりの一筆が戦争への道を止める大きな力になります。私たちは、戦争ではなく平和を。軍事ではなく暮らし・生命を守る政治を求めます。未来の子どもたちに、平和な日本を引き継ぐために。どうか憲法9条を守る署名へのご協力をよろしくお願いいたします。
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